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  （百万円未満切捨て）

１．2020年12月期の連結業績（2020年４月１日～2020年12月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 

親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

当期包括利益 
合計額 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2020年12月期 41,148 － 5,825 － 2,582 － 10,662 － 9,899 － 10,989 － 
2020年３月期 26,147 － 4,134 － 599 － 1,606 △39.2 1,289 △56.3 △4,786 － 

 

  
基本的１株当たり 

当期利益 
希薄化後 

１株当たり当期利益 
親会社所有者帰属持分 

当期利益率 
資産合計 

税引前利益率 
売上収益 

営業利益率 
  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
2020年12月期 277.96 276.87 10.8 1.3 14.2 
2020年３月期 36.22 32.69 1.7 0.4 15.8 

 
（参考）持分法による投資損益 2020年12月期 △305 百万円   2020年３月期 △3,358 百万円  

事業EBITDA 2020年12月期 9,487 百万円 （－％） 2020年３月期 6,847 百万円 （－％） 
（注）１ 事業EBITDA＝営業利益±その他の収益・費用＋減価償却費及び償却費（使用権資産の減価償却費を除く） 

２ 2020年12月期において、少額短期保険に関する事業、シニア向け雑誌の出版・通信販売に関する事業、歯科材
料・医療材料に関する事業、遺伝子検査サービスに関する事業を非継続事業に分類しております。これにより
非継続事業からの利益は、連結損益計算書上、継続事業と区分して表示しております。これに伴い、売上収
益、営業利益、税引前利益、事業EBITDAは、継続事業の金額を表示しております。なお、2020年３月期につい
ても同様に組替えて表示しているため、これらの項目の対前期増減率は記載しておりません。 

３ 当社は、2020年６月19日に開催の定時株主総会で「定款一部変更の件」を決議し、2020年12月期より決算期を
３月31日から12月31日に変更しております。これに伴い、決算期変更の経過期間となる2020年12月期は2020年
４月１日から2020年12月31日までの９ヶ月間となりますので、対前期増減率は記載しておりません。 

 

（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 
2020年12月期 235,848 119,189 105,419 44.7 2,959.85 
2020年３月期 160,308 83,833 78,488 49.0 2,203.62 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 
2020年12月期 5,557 △21,984 35,808 69,596 
2020年３月期 7,064 △1,345 14,910 50,162 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

親会社所有者
帰属持分配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
2020年３月期 － 7.00 － 8.00 15.00 534 41.4 0.7 
2020年12月期 － 10.00 － 10.00 20.00 712 7.2 0.8 
2021年12月期(予想) － 14.00 － 15.00 29.00   30.4   
 



３．2021年12月期の連結業績予想（2021年１月１日～2021年12月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 
  売上収益 営業利益 税引前利益 親会社の所有者に 

帰属する当期利益 
基本的１株当たり 

当期利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 27,600 － 3,600 － 2,600 － 1,400 － 39.31 

通期 58,500 － 8,700 － 7,000 － 3,400 － 95.47 

（参考）事業EBITDA 2021年12月期（予想） 12,800百万円（－％） 

（注）決算期変更の経過期間となる2020年12月期は2020年４月１日から2020年12月31日までの９ヶ月間となりますので、

通期の対前期及び第２四半期（累計）の対前年同四半期増減率は記載しておりません。 

 

※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有 

新規  1社  （社名）AlphaTheta株式会社、除外  －社  （社名）－ 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2020年12月期 36,190,872 株 2020年３月期 36,190,872 株 

②  期末自己株式数 2020年12月期 577,156 株 2020年３月期 577,082 株 

③  期中平均株式数 2020年12月期 35,613,770 株 2020年３月期 35,613,823 株 

 

（参考）個別業績の概要 

2020年12月期の個別業績（2020年４月１日～2020年12月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2020年12月期 － － △865 － 806 － 20,236 － 
2020年３月期 － － △774 － 663 － 13,070 － 

 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
2020年12月期 568.23 － 
2020年３月期 367.01 346.09 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 
2020年12月期 123,035 83,090 67.5 2,332.85 
2020年３月期 97,944 63,456 64.8 1,781.55 

 
（参考）自己資本 2020年12月期 83,081 百万円   2020年３月期 63,447 百万円 
（注）１ 個別業績における財務数値については、日本基準に基づいております。 

２ 決算期変更の経過期間となる2020年12月期は2020年４月１日から2020年12月31日までの９ヶ月間となりますの
で、対前期増減率は記載しておりません。 

 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想

に関連する事項については、添付資料の６ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご参照くださ

い。 
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１．経営成績等の概況

 当社グループは、資本市場における財務諸表の国際的な比較可能性の向上、及びグループ内での会計処理の統一など

を目的とし、2016年３月期から従来の日本基準に替えて国際会計基準（以下「IFRS」という。）を任意適用しておりま

す。 

 またIFRSでは、既に処分されたか又は売却目的保有に分類された事業について、非継続事業として区分することとさ

れております。そのため、当連結会計年度及び前連結会計年度の「売上収益」、「営業利益」及び「税引前当期利益」

には、非継続事業を差し引いた継続事業から生じた金額を表示しております。 

 

（１）当期の経営成績の概況

 当社は、2020年６月19日に開催の第65期定時株主総会で「定款一部変更の件」を決議し、決算期を３月31日から12

月31日に変更しました。これに伴い、決算期変更の経過期間となる当連結会計年度は、2020年４月１日から2020年12

月31日までの９ヶ月間となります。前連結会計年度と比較する場合については、当連結会計年度の連結対象期間と同

一の期間に調整した数値との対比による前年同期比を記載しております。なお、当社は前連結会計年度末に株式会社

soliton corporationの企業結合に係る取得対価の配分が確定しており、その影響についても調整に含めておりま

す。また、当連結会計年度において、中期経営計画に沿って事業ポートフォリオの再編、及びコア事業である「もの

づくり」「ヘルスケア」の各事業の収益力・組織力の強化に取り組んでまいりました。ポートフォリオ再編を推進す

る中で、2020年４月３日に新たに音響機器関連に関する事業を営むAlphaTheta株式会社（以下「ＡＴＣ」という。）

をグループに迎え、「ものづくり」事業を強化しました。一方、ノンコア事業である「シニア・ライフ」に属する事

業と「ヘルスケア」に属する事業の一部、歯科材料・医療材料に関する事業及び遺伝子検査サービスに関する事業を

売却し、非継続事業に分類いたしました。その結果、「シニア・ライフ」事業セグメントを廃止し、「ものづくり」

「ヘルスケア」を報告セグメントといたしました。 

 

 当連結会計年度における事業の状況は、以下のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度に売却を完了した日本共済株式会社、株式会社ハルメク、株式会社全国通販、フィード株式

会社及びＧｅｎｅＴｅｃｈ株式会社等を非継続事業に分類したことにより、前連結会計年度の各数値は修正し、比較

しております。 

 また、新型コロナウイルス感染症拡大の当連結会計年度に与えた影響は、前連結会計年度末に見積った内容と大き

く乖離することはありませんでした。 

（単位：百万円）
 

 
当連結会計年度 

(自 2020年４月１日 
至 2020年12月31日) 

 
対調整後 
前年同期 
増減額 

  前年同期比(％) 

売上収益 41,148   22,083   215.8 

事業EBITDA（注） 9,487   4,424   187.4 

営業利益 5,825   2,244   162.7 

税引前当期利益 2,582   1,843   349.7 

親会社の所有者に帰属する当期利益 9,899   8,821   918.7 

基本的１株当たり当期利益（円） 277.96   247.70   918.7 

希薄化後１株当たり当期利益（円） 276.87   247.48   942.1 

（注） 事業EBITDA＝営業利益±その他の収益・費用＋減価償却費及び償却費（使用権資産の減価償却費を除く） 

 

（売上収益） 

 ものづくりセグメントにおいて新たにＡＴＣが加入したことにより、部品・材料に関する事業での新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響による減収をカバーし、ものづくりセグメント合計において大幅に増収となったこと、ヘルス

ケアセグメントにおいて、医療検査に関する事業が特に緊急事態宣言時の外出控えにより第１四半期連結会計期間に

売上が伸び悩んだ影響で前年同期と同水準まで回復が叶わず、前年同期を下回ったものの、医療情報に関する事業が

好調に推移したことにより増収となり、全社合計の売上収益は411億48百万円（前年同期比215.8％）となりました。 

 

（事業EBITDA）

 ものづくりセグメントにおいては、部品・材料事業においては新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け前年同

期と比較し減益となりましたが、ＡＴＣの加入による増収により事業EBITDAについても増加で着地いたしました。ヘ

ルスケアセグメントにおいては、緊急事態宣言解除後の第２四半期連結会計期間以降回復基調となり、特に医療情報

に関する事業において、売上収益の増加が貢献し前年同期と比較して増収となりました。その結果全社合計で94億87

百万円（前年同期比187.4％）となりました。 
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（営業利益） 

 事業ポートフォリオの再編に伴い、第１四半期連結会計期間においてものづくり事業にＡＴＣを迎えました。企業

結合の結果、主として顧客関連資産からの償却費等が増加したこと、株式の取得費用10億14百万円をその他の費用に

計上したことなどの減少要因が発生したものの、ＡＴＣ加入による事業EBITDAの増加が寄与し、営業利益は58億25百

万円（前年同期比162.7％）と増益となりました。 

 

（親会社の所有者に帰属する当期利益） 

 前連結会計年度においては、持分法適用関連会社の連結上ののれんの減損損失を含む持分法投資損失26億98百万

円、非継続事業において非金融資産の減損損失23億21百万円を計上したことなどにより利益にマイナス影響を受ける

要因が発生しておりました。一方、当連結会計年度においては、ユーロ建ての借入の換算替えによる為替差損が金融

費用に計上されましたが、ポートフォリオ再編に向けた子会社株式売却益を非継続事業に計上したこと、連結の範囲

の変更を伴わない子会社株式の一部売却に伴う税効果などにより、親会社の所有者に帰属する当期利益は98億99百万

円（前年同期比918.7％）となりました。 

 

 セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。 

 各セグメント別の売上収益は外部顧客への売上収益を記載しており、また、セグメント利益を表す事業EBITDAは営

業利益±その他の収益・費用＋減価償却費及び償却費（使用権資産の減価償却費を除く）の計算式で算出しておりま

す。なお、当連結会計年度よりセグメント利益を従来の事業利益から事業EBITDAに変更しております。 

 なお、2020年７月以降に譲渡契約を締結した「シニア・ライフ」事業及び「ヘルスケア」事業に含んでおりました

歯科材料・医療材料に関する事業及び遺伝子検査サービスに関する事業を非継続事業に分類いたしました。 

（単位：百万円） 
  

 

当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 
至 2020年12月31日) 

 
対調整後 
前年同期 
増減額 

 
対調整後 
前年同期比 
（％） 

売上収益  
事業

EBITDA 
 

事業
EBITDA 
マージン 
（％） 

  売上収益  
事業

EBITDA 
 

事業
EBITDA 
マージン 
（pt） 

  売上収益  
事業

EBITDA 

ものづくり 部品・材料 7,362   2,412   32.8   △1,063   △422   △0.9   87.4   85.1 

  音響機器関連 21,530   4,708   21.9   21,530   4,708   －   －   － 

  合計 28,892   7,121   24.7   20,466   4,285   △9.0   342.9   251.2 

ヘルスケア 医療情報 11,597   2,896   25.0   1,801   344   △1.1   118.4   113.5 

  医療検査 657   103   15.7   △3   △83   △12.5   99.5   55.3 

  合計 12,255   2,999   24.5   1,798   261   △1.7   117.2   109.5 

その他   －   －   －   △182   98   －   －   － 

全社費用   －   △633   －   －   △221   －   －   153.9 

 

① ものづくり 

 部品・材料に関する事業においては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け前年同期と比べ減収減益となり

ましたが、新たに連結子会社となったＡＴＣが担う音響機器関連に関する事業が加わり、セグメント合計では売上収

益は288億92百万円（前年同期比342.9％）となりました。事業EBITDAは、71億21百万円と前年同期と比べ42億85百万

円の増益となりました。 

 

② ヘルスケア 

 医療検査に関する事業においては、新型コロナウイルス感染症拡大による自粛期間において出検数が減少しまし

た。緊急事態宣言解除後の第２四半期連結会計期間以降においては一定程度回復してまいりましたが、累計で前年同

期までには至らず、減収減益となりました。また、医療情報に関する事業においては、昨年の消費税増税前の需要の

反動等マイナス要因があったものの好調に売上収益が伸長し、事業拡大に向けた人員増強コストを吸収し、増収増益

となりました。結果、セグメント合計では売上収益は122億55百万円（前年同期比117.2％）、事業EBITDAは29億99百

万円と前年同期と比べ２億61百万円の増益となりました。 

 

③ その他 

 その他の事業は、前連結会計年度に存在していた重要性の乏しい事業を表示しております。 
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（２）当期の財政状態の概況

（単位：百万円） 
 

 
前連結会計年度 
(2020年３月31日) 

 
当連結会計年度 
(2020年12月31日) 

 
対前連結会計年度 

増減率(％) 

資産合計 160,308   235,848   47.1 

 流動資産 74,914   88,453   18.1 

 非流動資産 85,393   147,394   72.6 

負債合計 76,474   116,658   52.5 

 流動負債 34,034   41,476   21.9 

 非流動負債 42,439   75,181   77.1 

資本合計 83,833   119,189   42.2 

 親会社の所有者に帰属する持分 78,488   105,419   34.3 

 非支配持分 5,345   13,769   157.6 

 

 当連結会計年度末の資産合計は2,358億48百万円となり、前連結会計年度末と比較して755億39百万円増加いたしま

した。新たにＡＴＣを取得したこと及び事業ポートフォリオの再編により、資産、負債及び資本合計が前連結会計年

度末から増減しております。詳細は以下のとおりであります。

 

 流動資産は、135億39百万円の増加となりました。これは主に現金及び現金同等物が194億33百万円増加し、売上債

権及びその他の債権が25億３百万円、再保険資産が42億28百万円減少したことによるものであります。

 非流動資産は、620億円の増加となりました。これは主にのれんが158億33百万円、無形資産が450億15百万円増加

したことによるものであります。

 

 負債合計は401億83百万円の増加となりました。これは主に借入金（流動・非流動）が436億70百万円、繰延税金負

債が44億70百万円増加し、仕入債務及びその他の債務が37億45百万円、保険契約準備金が47億63百万円減少したこと

によるものであります。

 

 資本合計は、353億55百万円の増加となりました。これは主に連結の範囲の変更を伴わない一部の連結子会社の株

式売却に伴って資本剰余金が173億46百万円及び非支配持分が84億23百万円、親会社の所有者に帰属する当期利益98

億99百万円等に伴って利益剰余金が92億26百万円増加したことによるものであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日) 

 
当連結会計年度 

(自 2020年４月１日 
至 2020年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,064   5,557

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,345   △21,984

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,910   35,808

現金及び現金同等物の為替変動による影響額 △6   9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,623   19,390

現金及び現金同等物の期末残高 50,162   69,596

 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ194億33百

万円増加し、695億96百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 事業EBITDAの増加と相応し、営業活動によるキャッシュ・フローは55億57百万円の資金の増加となりました。 

 表示科目単位での資金の増加の主な要因は、税引前当期利益25億82百万円、非継続事業からの税引前当期利益58億

96百万円、減価償却費及び償却費40億11百万円、金融費用30億60百万円となっております。資金の減少の主な要因

は、子会社株式売却益42億38百万円、法人所得税費用の支払額51億10百万円となっております。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 主としてものづくりセグメントにおける事業基盤を強化するための設備投資、ＡＴＣの買収により、投資活動によ

るキャッシュ・フローは219億84百万円の資金の減少となりました。 

 表示科目単位での資金の減少の主な要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出326億46百万円

となっております。資金の増加の主な要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入123億26百万円

となっております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 連結の範囲の変更を伴わない一部の連結子会社の株式売却、ＡＴＣの買収に関連する資金調達等により、財務活動

によるキャッシュ・フローは358億８百万円の資金の増加となりました。 

 表示科目単位での資金の増加の主な要因は、短期借入れによる収入234億78百万円、長期借入れによる収入361億41

百万円、非支配持分との取引による収入266億72百万円となっております。資金の減少の主な要因は、短期借入金の

返済による支出381億９百万円、長期借入金の返済による支出96億63百万円となっております。 
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（４）今後の見通し 

（次期の見通し） 

 次期の見通しにつきましては、基盤事業であるものづくり事業の成長に加えて、ＪＭＤＣグループを中心にヘルス

ケア事業にも適切に投資していく計画であります。 

 足元の新型コロナウイルス感染症の収束の予想は引き続き困難な状況でありますが、最新の情報に基づき予想を作

成しております。 

 上記の結果、売上収益は585億円と拡大するものと見込んでおります。この売上収益の拡大に伴い、事業EBITDA、

営業利益とも伸長し、事業EBITDAは128億円、営業利益は87億円を見込んでおります。 

 なお、次期第２四半期（上期）の見通しにつきましては、ものづくりセグメントにおける音響機器関連に関する事

業及びヘルスケアセグメントにおける医療情報に関する事業の売上収益が下期に増加する傾向にあること等に伴い、

売上収益は下期に比べて33億円少ない276億円（下期は売上収益309億円）を見込んでおります。また、売上収益が下

期に偏重していることにより、営業利益は下期に比べて15億円少ない36億円（下期は営業利益51億円）を見込んでお

ります。 

 これらにより、通期の連結業績につきましては、売上収益585億円、事業EBITDA128億円、営業利益87億円、税引前

利益70億円及び親会社所有者に帰属する当期利益34億円を予想しております。 

 また、通期の連結業績予想における為替レートにつきましては、以下のとおりです。 

    米ドル   ユーロ

為替レート（平均）   106円   122円

為替レート（期末）   103円   127円

 上記連結業績の予想については、国際会計基準（IFRS）での予想になります。 

 

（利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当）

 当社グループは、株主に対する配当政策を重要施策のひとつと考えております。具体的には、長期的な経営基盤の

強化に努めるとともに、安定的・継続的に行う旨を基本としつつ、その実施にあたりましては、当期及び今後の経営

成績も勘案して総合的に決定することとしております。 

 当連結会計年度決算におきましては、中間配当として１株当たり10円をお支払いし、また期末配当として１株当た

り10円を実施することにいたしました。これにより、中間配当を含め年間配当金は１株当たり20円になる予定でござ

います。 

 次期の配当金につきましても、連結配当性向25％以上を目標とし、継続して安定的な配当を目指していきたいと考

えております。 

 今後も株主の皆様にご満足していただけるよう、一層の企業価値の向上を図っていくと共に、株価の動向や財務状

況等を考慮しながら適切且つ機動的な対応を図ってまいりたいと考えております。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、資本市場における財務諸表の国際的な比較可能性の向上、及びグループ内での会計処理の統一等を

目的とし、2016年３月期から従来の日本基準に替えて国際会計基準（IFRS）を任意適用しております。 
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結財政状態計算書

      （単位：百万円） 

  注記 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当連結会計年度 

(2020年12月31日) 

資産      

流動資産      

現金及び現金同等物   50,162 69,596 

売上債権及びその他の債権   14,540 12,037 

契約資産   42 26 

棚卸資産   4,967 5,756 

再保険資産   4,228 － 

その他の金融資産   0 333 

その他の流動資産   842 703 

小計   74,785 88,453 

売却目的で保有する資産 ６ 129 － 

流動資産合計   74,914 88,453 

       

非流動資産      

有形固定資産   7,298 9,054 

使用権資産   7,321 8,978 

のれん   38,160 53,994 

無形資産   17,260 62,276 

持分法で会計処理されている投資   5,170 4,707 

退職給付に係る資産   190 264 

その他の金融資産   5,406 5,068 

繰延税金資産   4,477 2,788 

その他の非流動資産   106 260 

非流動資産合計   85,393 147,394 

資産合計   160,308 235,848 
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      （単位：百万円） 

  注記 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当連結会計年度 

(2020年12月31日) 

負債及び資本      

負債      

流動負債      

仕入債務及びその他の債務   12,013 8,267 

借入金   6,879 23,681 

契約負債   3,009 1,895 

リース負債   1,169 1,241 

その他の金融負債   138 219 

未払法人所得税   3,164 2,523 

引当金   67 88 

保険契約準備金   4,763 － 

その他の流動負債   2,747 3,559 

小計   33,952 41,476 

売却目的で保有する資産に直接関連す

る負債 
６ 82 － 

流動負債合計   34,034 41,476 

       

非流動負債      

借入金   30,485 57,354 

リース負債   6,587 7,846 

繰延税金負債   4,285 8,755 

退職給付に係る負債   661 561 

引当金   298 242 

その他の非流動負債   121 420 

非流動負債合計   42,439 75,181 

負債合計   76,474 116,658 

       

資本      

資本金   7,025 7,025 

資本剰余金   24,032 41,379 

利益剰余金   49,914 59,141 

自己株式   △1,211 △1,211 

その他の資本の構成要素   △1,272 △914 

親会社の所有者に帰属する持分合計   78,488 105,419 

非支配持分   5,345 13,769 

資本合計   83,833 119,189 

負債及び資本合計   160,308 235,848 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

      （単位：百万円） 

  注記 
 前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 
 至 2020年12月31日) 

継続事業      

売上収益 ４ 26,147 41,148 

売上原価   △13,439 △18,721 

売上総利益   12,707 22,426 

販売費及び一般管理費   △7,353 △15,820 

その他の収益   57 441 

その他の費用   △1,276 △1,223 

営業利益   4,134 5,825 

持分法による投資損益   △3,358 △305 

金融収益   31 113 

金融費用   △207 △3,050 

税引前当期利益   599 2,582 

法人所得税費用   889 4,318 

継続事業からの当期利益   1,488 6,901 

       

非継続事業      

非継続事業からの当期利益 ６ 117 3,761 

当期利益   1,606 10,662 

       

当期利益の帰属：      

親会社の所有者   1,289 9,899 

非支配持分   316 763 

       

１株当たり当期利益 ５    

基本的１株当たり当期利益（円）   36.22 277.96 

継続事業   32.37 173.20 

非継続事業   3.84 104.76 

希薄化後１株当たり当期利益（円）   32.69 276.87 

継続事業   29.07 172.11 

非継続事業   3.62 104.76 

 

- 9 -

ノーリツ鋼機株式会社(7744) 2020年12月期 決算短信



 

      （単位：百万円） 

  注記 
 前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 
 至 2020年12月31日) 

当期利益   1,606 10,662 

       

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

その他の包括利益を通じて測定する金融資

産の公正価値の純変動 
  △6,330 323 

確定給付制度の再測定   △6 48 

純損益に振り替えられることのない項目 

合計 
  △6,337 371 

       

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

在外営業活動体の換算差額   △55 △44 

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計 
  △55 △44 

税引後その他の包括利益   △6,392 326 

当期包括利益合計   △4,786 10,989 

       

当期包括利益合計の帰属：      

親会社の所有者   △5,102 10,226 

非支配持分   316 763 
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（３）連結持分変動計算書

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

            （単位：百万円） 

 

注記 

親会社の所有者に帰属する持分 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

その他の資本の構成要素 

 
新株 

予約権 

その他の包括
利益を通じて
測定する金融
資産の公正価
値の純変動 

当期首残高   7,025 14,755 45,048 △1,211 38 9,417 

会計方針の変更の影響       △81      

当期首時点の修正後残高   7,025 14,755 44,967 △1,211 38 9,417 

当期利益       1,289      

その他の包括利益             △6,330 

当期包括利益合計   － － 1,289 － － △6,330 

非支配持分との取引等     9,444     △31 △7 

新株予約権の発行           8  

新株予約権の失効     △167     △6  

新株予約権の行使              

配当金       △534      

自己株式の取得         △0    

その他の包括利益から利益剰余金
への振替       4,192     △4,198 

所有者との取引合計   － 9,276 3,657 △0 △29 △4,206 

当期末残高   7,025 24,032 49,914 △1,211 8 △1,120 

 

             

 

注記 

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配 
持分 

資本合計 
  その他の資本の構成要素 

合計 
 

在外営業活動
体の換算差額 

確定給付制度
の再測定 

合計 

当期首残高   △106 － 9,349 74,966 3,004 77,971 

会計方針の変更の影響       － △81   △81 

当期首時点の修正後残高   △106 － 9,349 74,885 3,004 77,889 

当期利益       － 1,289 316 1,606 

その他の包括利益   △55 △6 △6,392 △6,392   △6,392 

当期包括利益合計   △55 △6 △6,392 △5,102 316 △4,786 

非支配持分との取引等       △39 9,404 2,015 11,420 

新株予約権の発行       8 8 13 22 

新株予約権の失効       △6 △174 △1 △175 

新株予約権の行使       － － △2 △2 

配当金       － △534   △534 

自己株式の取得       － △0   △0 

その他の包括利益から利益剰余金
への振替     6 △4,192 －   － 

所有者との取引合計   － 6 △4,229 8,705 2,024 10,730 

当期末残高   △161 － △1,272 78,488 5,345 83,833 
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当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日） 

            （単位：百万円） 

 

注記 

親会社の所有者に帰属する持分 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

その他の資本の構成要素 

 
新株 

予約権 

その他の包括
利益を通じて
測定する金融
資産の公正価
値の純変動 

当期首残高   7,025 24,032 49,914 △1,211 8 △1,120 

当期利益       9,899      

その他の包括利益             323 

当期包括利益合計   － － 9,899 － － 323 

非支配持分との取引等     17,346        

配当金       △641      

連結子会社の売却による減少              

自己株式の取得         △0    

その他の包括利益から利益剰余金
への振替       △31     79 

所有者との取引合計   － 17,346 △672 △0 － 79 

当期末残高   7,025 41,379 59,141 △1,211 8 △717 

 

             

 

注記 

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配 
持分 資本合計 

  その他の資本の構成要素 

合計 
 

在外営業活動
体の換算差額 

確定給付制度
の再測定 

合計 

当期首残高   △161 － △1,272 78,488 5,345 83,833 

当期利益       － 9,899 763 10,662 

その他の包括利益   △44 48 326 326   326 

当期包括利益合計   △44 48 326 10,226 763 10,989 

非支配持分との取引等       － 17,346 7,995 25,342 

配当金       － △641   △641 

連結子会社の売却による減少       － － △335 △335 

自己株式の取得       － △0   △0 

その他の包括利益から利益剰余金
への振替     △48 31 -   - 

所有者との取引合計   － △48 31 16,705 7,660 24,365 

当期末残高   △206 － △914 105,419 13,769 119,189 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

      （単位：百万円） 

  注記 
 前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 
 至 2020年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前当期利益   599 2,582 

非継続事業からの税引前当期利益 ６ 1,239 5,896 

利益に対する調整項目      

減価償却費及び償却費   2,761 4,011 

固定資産に係る損益   2,705 22 

子会社株式売却損益（△は益）   △31 △4,238 

金融収益   △32 △114 

金融費用   241 3,060 

持分法による投資損益（△は益）   1,251 305 

その他   △19 △596 

利益に対する調整項目合計   6,876 2,451 

小計   8,715 10,930 

営業活動に係る資産・負債の増減      

売上債権及びその他の債権の増減額 

（△は増加） 
  125 563 

棚卸資産の増減額（△は増加）   △39 △13 

仕入債務及びその他の債務の増減額 

（△は減少） 
  △166 3 

その他   430 △165 

営業活動に係る資産・負債の増減合計   350 388 

小計   9,065 11,319 

利息及び配当金の受取額   65 82 

利息の支払額   △222 △733 

法人所得税費用の支払額及び還付額   △1,843 △5,110 

営業活動によるキャッシュ・フロー   7,064 5,557 

       

投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出   △1,388 △2,627 

有形固定資産の売却による収入   4 8 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の売却

による支出 
  △2,116 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に

よる支出 
  △1,478 △32,646 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に

よる収入 
  － 361 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却に

よる収入 
  － 12,326 

その他の金融資産の取得による支出   △3,328 △2,876 

その他の金融資産の売却及び償還による収入   7,984 4,937 

その他   △1,021 △1,468 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,345 △21,984 
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      （単位：百万円） 

  注記 
 前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

 当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 
 至 2020年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入れによる収入   10,600 23,478 

短期借入金の返済による支出   △10,400 △38,109 

長期借入れによる収入   5,735 36,141 

長期借入金の返済による支出   △4,659 △9,663 

アレンジメントフィー等の支払額   － △1,075 

配当金の支払額   △534 △641 

リース負債の返済による支出   △1,179 △1,105 

子会社新株予約権の行使による収入   29 159 

非支配持分との取引による収入   16,340 26,672 

自己新株予約権の取得による支出   △773 － 

その他   △248 △47 

財務活動によるキャッシュ・フロー   14,910 35,808 

       

現金及び現金同等物の為替変動による影響額   △6 9 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   20,623 19,390 

現金及び現金同等物の期首残高   27,573 50,162 

売却目的で保有する資産からの振替に伴う現金

及び現金同等物の増減額（△は減少） 
６ 2,009 43 

売却目的で保有する資産への振替に伴う現金及

び現金同等物の増減額（△は減少） 
  △43 － 

現金及び現金同等物の期末残高   50,162 69,596 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

１．報告企業 

 ノーリツ鋼機株式会社（以下「当社」という。）は、日本国に所在する株式会社であります。本連結財務諸表は、

当社及び子会社（以下「当社グループ」という。）、並びに当社の関連会社に対する持分により構成されておりま

す。当社グループは、グローバルに通用する高い技術を活用したものづくり事業、ヘルスケア事業を主に行っており

ます。当連結会計年度より、「シニア・ライフ」セグメントを廃止いたしました。事業の詳細は、注記「４．事業セ

グメント」に記載しております。当社グループの2020年12月31日に終了する期間の連結財務諸表は、2021年２月15日

開催の当社取締役会によって承認されております。 

 

２．作成の基礎 

(1) 連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載 

 当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令

第28号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満たしていることから、同第93条の

規定により、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作成しております。 

 当社グループは、2016年３月期からIFRSを適用しております。 

 

(2) 測定の基礎 

 当社グループの連結財務諸表は、注記「３．重要な会計方針」にて別途記載している場合を除き、取得原価を

基礎として作成しております。 

 

(3) 機能通貨及び表示通貨 

 当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、特に注釈のない限り、

百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

(4) 連結決算日の変更

 当社は、グループ事業の再編により、グローバルな事業展開を中心としたグループ運営の推進及び経営計画の

策定や業績管理等、経営及び事務運営の効率化を図るため、当連結会計年度より決算日を３月31日から12月31日

に変更しております。なお、一部の子会社（株式会社ＪＭＤＣグループ及びＮＫメディコ株式会社）は決算日を

変更しておりません。

 この変更に伴い、前連結会計年度は2019年４月１日から2020年３月31日まで、当連結会計年度は2020年４月１

日から2020年12月31日までとなっており、前連結会計年度と完全に比較することはできません。
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(5) 重要な会計上の見積り及び判断の利用 

 連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を

及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが要求されております。実際の業績はこれらの見積りとは異なる

場合があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの見直しによる

影響は、その見積りを見直した会計期間及び将来の会計期間において認識しております。 

 経営者が行った重要な見積り及び判断を行った項目で連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判

断項目は以下のとおりであります。 

 

① 有形固定資産、のれん及び無形資産の減損（注記「３．重要な会計方針 (9）非金融資産の減損」） 

 有形固定資産及び無形資産の減損損失金額の判断及びのれんの減損の判断をする際に、それぞれの資産が属

する又はのれんが配分された資金生成単位の回収可能価額の見積りが必要となります。 

 回収可能価額の見積りにあたり、資金生成単位により生じることが予想される将来キャッシュ・フロー及び

その現在価値を算定するための割引率を見積っております。 

 もし、資金生成単位により生じると予想した将来キャッシュ・フローが減少した場合又は現在価値を算定す

るための割引率が上昇した場合には減損損失が発生する可能性があります。（注） 

 

② 企業結合における取得対価の配分（注記「３．重要な会計方針 (2）企業結合」） 

 企業結合により取得した識別可能資産及び引き受けた負債は、原則として取得日の公正価値で測定し、のれ

ん又は負ののれんが測定されます。これらの測定にあたり、各々の資産又は負債の公正価値を見積っておりま

す。 

 

③ 繰延税金資産の回収可能性（注記「３．重要な会計方針 (18）法人所得税」） 

 繰延税金資産は、未使用の税務上の欠損金、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将来の課税所得に対し

て利用できる可能性の高い場合に限り認識しております。事業計画等により、将来の発生が予測される課税所

得の額及びその発生時期を見積り、その発生の可能性を見積っております。 

 もし、予測された将来の課税所得が発生しなかった場合には、計上された繰延税金資産が回収されず、法人

所得税費用が増加する可能性があります。（注） 

 

④ 金融商品の評価の前提 

 金融商品の公正価値を見積るにあたり、市場データからは観察できないインプットを用いる評価技法を用い

る場合がありますが、その観察不能なインプットの算定は見積りによっております。 

 

（注）新型コロナウイルス感染症の拡大は、現在においても継続しており、当社グループの事業活動にも一定の

影響を及ぼしています。当社グループは、様々な項目において会計上の見積りを行っておりますが、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を上記①、③に関する会計上の見積りに反映するにあたり、最長で2021年12月末に収束す

る仮定を置いております。現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判断を行っ

ておりますが、不確実性の極めて高い環境下にあり、新型コロナウイルス感染症の広がりや収束時期等の見積り

には不確実性を伴うため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。しかし、仮定した収束時期が

延長したとしても、当社グループに与える影響は限定的であると考えております。 

 

(6) 基準及び解釈指針の早期適用 

 当社グループは、「投資者とその関連会社又は共同支配企業の間での資産の売却又は拠出」（IFRS第10号「連

結財務諸表」及びIAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」の修正）を2020年３月期より早期適用

しております。 

 

(7) 未適用の公表済み基準書及び解釈指針 

 連結財務諸表の承認日までに新設又は改訂が行われた新基準書及び新解釈指針のうち、重要な影響があるもの

はありません。 
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３．重要な会計方針 

(1) 連結の基礎 

① 子会社 

 子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。その企業への関与により生じる変動リタ

ーンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ、その企業に対するパワーによりそのリターンに影響を

及ぼす能力を有している場合、当社グループはその企業を支配しています。 

 子会社の財務諸表は、支配を獲得した日から支配を喪失する日までの間、当社グループの連結財務諸表に含

まれております。 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる場合には、連結会計年度末日現在で実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用しております。 

 子会社が適用する会計方針が当社の適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて調整を行っておりま

す。 

 連結財務諸表の作成にあたり、当社グループ間の債権債務残高及び取引、並びに当社グループ内の取引によ

って発生した未実現損益は消去しております。 

 支配を喪失しない子会社の当社グループの所有持分の変動は、資本取引として会計処理しております。 

 当社グループが子会社の支配を喪失する場合、処分損益は以下の差額として算定し、純損益で認識します。 

 ・受取対価の公正価値及び残存部分の公正価値の合計 

 ・子会社の資産（のれんを含む）、負債及び非支配持分の支配喪失時の帳簿価額 

 

② 関連会社 

 関連会社とは、当社グループが当該その企業の財務及び経営方針に対して重要な影響力を有しているもの

の、支配又は共同支配を有していない企業をいいます。関連会社に対する投資は、持分法を用いて会計処理し

ており、取得時に取得原価で認識しております。当社の投資には、取得時に認識したのれんが含まれておりま

す。 

 連結財務諸表には、重要な影響力を有した日から重要な影響力を喪失する日までの純損益及びその他の包括

利益の当社の持分を認識し、投資額を修正しています。 

 関連会社の損失に対する当社グループの持分相当額が当該会社に対する投資持分を超過するまで、当該持分

相当額は純損益に計上しております。さらなる超過額は、当該投資持分の帳簿価額をゼロまで減額し、当社グ

ループが関連会社に代わって債務（法的債務又は推定的債務）を負担する、又は支払いを行う場合を除き、損

失として認識しておりません。 

 

③ 共同支配企業 

 共同支配企業とは、当社を含む複数の当事者により支配が共有され、重要な事業活動の意思決定に、支配を

共有している当事者の全員一致の合意を必要とする企業をいいます。共同支配企業への投資は、持分法を用い

て会計処理しております。 

 

(2) 企業結合 

 企業結合は、取得法を用いて会計処理しております。取得原価は、当社グループが移転した資産、当社グルー

プが引き受けた被取得企業の旧所有者の負債、偶発負債及び支配獲得日における当社グループが発行した資本性

金融商品の公正価値の合計として測定されます。取得原価と被取得企業の非支配持分の金額合計が、識別可能な

資産及び負債の公正価値の正味の金額を超過する場合は、連結財政状態計算書においてのれんとして計上してお

ります。また、下回る場合には、直ちに連結損益計算書において純損益として認識しております。 

 企業結合が生じた期間の末日までに企業結合の当初の会計処理が完了していない場合には、暫定的な金額で会

計処理を行い、取得日から１年以内の測定期間において、暫定的な金額の修正を行います。 

 なお、発生した取得関連費用は、発生時に費用処理しております。 

 当社グループは、選択適用が可能であるIFRS第１号の免除規定を採用し、IFRS移行日より前に発生した企業結

合に関して、IFRS第３号「企業結合」（以下「IFRS第３号」という。）を遡及適用しておりません。 

 IFRS移行日前の取得により生じたのれんは、IFRS移行日に減損テストを実施した後、従前の会計基準（日本基

準）による帳簿価額で計上されております。 
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(3) 外貨換算 

① 外貨建取引 

 グループ内の各企業はそれぞれ独自の機能通貨を定めており、各企業の取引はその機能通貨により測定して

おります。 

 外貨建取引は、取引日の直物為替レートを用いて機能通貨に換算しております。外貨建の貨幣性資産及び負

債は、期末日の直物為替レートにより機能通貨に換算しております。当該換算及び決済により生じる換算差額

は、純損益で認識しております。 

 取得原価により測定する外貨建の非貨幣性資産及び負債は、取引日の直物為替レートにより機能通貨に換算

しております。公正価値により測定する外貨建の非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における直

物為替レートにより機能通貨に換算しております。非貨幣性資産及び負債の為替換算差額は、非貨幣性資産及

び負債に係る利得又は損失をその他の包括利益に認識する場合には、当該利得又は損失の為替部分はその他の

包括利益に認識し、非貨幣性資産及び負債に係る利得又は損失を純損益に認識する場合には、当該利得又は損

失の為替部分は純損益で認識しております。 

 

② 在外営業活動体 

 表示通貨と異なる機能通貨を使用している在外営業活動体については、資産及び負債は期末日の直物為替レ

ートにより、収益及び費用は直物為替レートの期中平均を用いて表示通貨である日本円に換算しております。 

 在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の資本の構成要素に含めて表示してお

ります。 

 

(4) 現金及び現金同等物 

 現金及び現金同等物は、手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から満期日までの期間が３ヶ月以内の短期投資としております。 

 

(5) 棚卸資産 

 棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方の金額で測定しております。棚卸資産の取得原価

は、原材料費、直接労務費、その他の直接費及び関連する製造間接費（正常生産能力に基づいている）が含まれ

ており、個々の棚卸資産に代替性がない場合は個別法により、また個々の棚卸資産に代替性がある場合は主とし

て加重平均法に基づいて配分されております。各棚卸資産の正味実現可能価額は、通常の事業の過程における予

想売価から、完成までに要する見積原価及び販売に要する見積費用を控除して算定しております。 

 

(6) 有形固定資産 

 有形固定資産については、原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

価額で表示しております。 

 取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除去等に係る費用、及び設置していた場所の原状回復

費用等が含まれております。 

 減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価額を差し

引いて算出しております。土地等の償却を行わない資産を除き、見積り耐用年数にわたって定額法で減価償却を

行っております。主な見積耐用年数は以下のとおりであります。 

 ・建物及び構築物   ２年～50年 

 ・機械装置及び運搬具 ２年～16年 

 なお、見積耐用年数、減価償却方法及び残存価額は連結会計年度末日ごとに見直しを行い、変更があった場合

には、会計上の見積りの変更として将来に向かって調整しております。 

 取得後コストは、通常の修繕及び維持のための費用はすべて発生時に費用として処理し、当該項目に関連する

将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、かつその費用を合理的に見積ることができる場合に

は、当該資産の帳簿価額に含めるか、又は適切な場合には個別の資産として認識しております。 

 

(7) 無形資産及びのれん 

① のれん 

 のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示しております。 

 のれんは償却を行わず、年に一度、もしくは減損の兆候を識別した時にはその都度、減損テストを行ってお

ります。 
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② 無形資産 

１．個別に取得した無形資産 

 無形資産については、原価モデルを適用し、当初認識時に取得原価で測定しております。当初認識後、取

得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。 

 

２．研究開発費 

 研究活動の支出は、発生した年度の費用として計上しております。 

 開発過程（又は内部プロジェクトの開発段階）で発生した費用は、以下のすべての条件を満たしたことを

立証できる場合にのみ、資産計上することとしております。 

 ・使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性 

 ・無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図 

 ・無形資産を使用又は売却できる能力 

 ・無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方法 

 ・無形資産を完成させて、無形資産を使用するか又は売却するために必要となる、適切な技術上、財務上

及びその他の資源の利用可能性 

 ・開発期間中に無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力 

 無形資産の当初認識額は、無形資産が上記の条件のすべてを初めて満たした日から開発完了までに発生し

た費用の合計額であります。無形資産が認識されない場合、開発費用は連結会計年度の費用として認識して

おります。 

 当初認識後、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示することとしておりま

す。 

 

３．企業結合で取得した無形資産 

 企業結合で取得した無形資産の当初認識額は、取得日現在における公正価値で認識しております。 

 当初認識後、企業結合で取得した無形資産は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価

額で表示しております。 

 

４．償却 

 無形資産は、見積耐用年数にわたって、定額法で償却しております。主な無形資産の見積耐用年数は以下

のとおりであります。 

 ・ソフトウェア     ２年～５年 

 ・顧客関連無形資産  12.5年～15年 

 ・技術関連無形資産   ４年～19年 

 なお、見積耐用年数、減価償却方法及び残存価額は連結会計年度末日ごとに見直しを行い、変更があった

場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって調整しております。耐用年数を確定できない無形資

産及び未だ使用可能でない無形資産については、償却を行わず、年に一度もしくは減損の兆候を識別した時

に、その資産又はその資産の属する資金生成単位で減損テストを実施しております。 

 

(8) リース 

 当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定しております。契約

が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約はリース

であるか又はリースを含んでいると判定しております。 

 契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産及びリース負債を

認識しております。リース負債は未払リース料総額の現在価値で測定し、使用権資産は、リース負債の当初測定

の金額に、開始日以前に支払ったリース料等、借手に発生した当初直接コスト及びリースの契約条件で要求され

ている原状回復義務等のコストを調整した取得原価で測定しております。 

 当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価償却を行っ

ております。 

 リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書において認

識しております。 

 ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及びリース

負債を認識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の規則的な基礎のいずれかにより費用として

認識しております。 
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(9) 非金融資産の減損 

 棚卸資産及び繰延税金資産を除く、当社グループの非金融資産については、連結会計年度末日ごとに減損の兆

候の有無を判断しております。非金融資産は、事象あるいは状況の変化により、その帳簿価額が回収できない可

能性を示す兆候がある場合に、減損の有無について検討しております。減損の兆候がある場合には、その資産又

はその資産が属する資金生成単位ごとに回収可能価額の見積りを行っております。資金生成単位は、他の資産又

は資産グループから概ね独立したキャッシュ・イン・フローを生成する最小の識別可能な資産グループとしてい

ます。のれんについては、事業セグメントと同等かそれより小さい単位で、のれんを内部管理する最小の単位に

基づき資金生成単位を決定しております。 

 持分法適用会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成するのれんは別個に認識されないため、個別に減損テス

トを実施していませんが、持分法適用会社に対する投資の総額を単一の資産として、減損している客観的証拠が

あるかどうかにより減損の兆候を判定し、減損テストを行っております。 

 回収可能価額は、「処分コストを控除した後の公正価値」又は「使用価値」のいずれか高い金額となります。

使用価値の算定は、貨幣の時間的価値と当該資産又は資金生成単位の固有のリスクを反映した税引前割引率を使

用して見積った割引後キャッシュ・フローにより測定しております。 

 資産又は資金生成単位の回収可能価額がその帳簿価額を下回った場合には、その差額を減損損失として当期の

純損益に計上しております。認識した減損損失は、まずその資金生成単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額

するよう配分し、次に資金生成単位内ののれんを除く各資産の帳簿価額を比例的に減額するように配分しており

ます。全社資産は独立したキャッシュ・イン・フローを生み出していないため、全社資産に減損の兆候がある場

合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額に基づき減損テストを実施しております。 

 過去に認識した減損損失は、連結会計年度末日において、損失の減少又は消滅を示す兆候の有無を評価してお

ります。減損損失の減少又は消滅を示す兆候があり、回収可能価額の算定に使用した見積りに変更があった場合

に減損損失を戻入れております。当該減損損失の戻入れは、戻入れ時における資産又は資金生成単位が、仮に減

損損失を認識していなかった場合の帳簿価額を超えない範囲で行います。ただし、のれんについては減損損失の

戻入れは行っておりません。当該戻入れは、以前に認識した減損損失の戻入れとして純損益に認識しておりま

す。 

 

(10) 売却目的で保有する資産 

 継続的な使用がなく、売却によって回収が見込まれる非流動資産又は処分グループを「売却目的で保有する資

産」として分類しております。売却目的で保有する資産へ分類するためには、現状で直ちに売却することが可能

であり、かつ、売却の可能性が非常に高いことを条件としており、当社グループの経営者が売却計画の実行を確

約し、原則として１年以内に売却が完了する予定である場合に限られます。当社グループが子会社に対する支配

の喪失を伴う売却計画を確約する場合で、かつ上記の条件を満たす場合、当社グループが売却後も従前の子会社

に対する非支配持分を有するか否かにかかわらず、当該子会社のすべての資産及び負債を、売却目的保有に分類

します。「売却目的で保有する資産」は帳簿価額又は売却コスト控除後の公正価値のいずれか低い金額で測定し

ており、売却目的保有に分類された後は減価償却又は償却を行っておりません。 

 

(11) 金融商品 

① 非デリバティブ金融資産 

 売上債権及びその他の債権は発生日に、それ以外については約定日に認識しております。金融資産の認識の

中止にあたっては、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資産

からのキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、かつ、当該金融資産の所有に係るリスクと経済

価値のほとんどすべてを移転している場合に認識の中止をしております。 

 

 当社グループは、金融資産を当初認識時に償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて測定す

る負債性金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産及び純損益を通じて公正価

値で測定する金融資産に分類しております。その概要は以下のとおりであります。 

 

償却原価で測定する金融資産 

 負債性金融商品に対する投資のうち、契約上のキャッシュ・フローが元本及び利息の支払のみであり、その

契約上のキャッシュ・フローを回収することを事業目的としているものについては、償却原価で測定しており

ます。 

 償却原価で測定する金融資産は、公正価値（直接帰属する取引費用を含む）で当初認識しております。当初

認識後、当該資産の帳簿価格は償却原価は実効金利法を用いて測定しており、必要な場合には減損損失を控除

しております。 
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FVTOCIの負債性金融資産 

 負債性金融商品に対する投資のうち、契約上のキャッシュ・フローが元本及び利息の支払のみであり、その

契約上のキャッシュ・フローを回収すること及び当該投資を売却することの両方を事業目的としているものに

ついては、公正価値（直接帰属する取引費用を含む）で測定し、原則としてその評価差額をその他の包括利益

に認識（以下「FVTOCI」という。）しております。FVTOCIの負債性金融商品に対する投資の認識を中止した場

合には、連結財政状態計算書のその他の資本の構成要素に含まれる公正価値の純変動の累積額を純損益に振り

替えます。 

 

FVTOCIの資本性金融資産 

 資本性金融商品に対する投資については、売買目的で保有するものを除きFVTOCIとすることを選択しており

ます。FVTOCIの資本性金融資産は、公正価値（直接帰属する取引費用を含む）で当初認識しております。当初

認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動は「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純

変動」として、その他の包括利益に含めております。FVTOCIの資本性金融商品に対する投資の認識を中止した

場合には、連結財政状態計算書のその他の資本の構成要素に含まれる公正価値の純変動の累積額を利益剰余金

に直接振り替えており、純損益に認識しておりません。FVTOCIの資本性金融商品に対する投資から生じる受取

配当金は、金融収益の一部として純損益に認識しております。 

 

 なお、当社グループは、IFRS第１号の免除規定を採用し、IFRS移行日時点で存在する事実及び状況に基づ

き、資本性金融商品に対する投資を、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するものとして指定いたしま

した。 

 

FVTPLの金融資産 

 負債性金融商品に対する投資のうち、償却原価で測定する又はFVTOCIとするもの以外については、公正価値

で測定し、評価差額を純損益に認識（以下「FVTPL」という。）しております。FVTPLの金融資産は、当初認識

時に公正価値で測定し、取引費用は発生時に純損益で認識しております。 

 

② 非デリバティブ金融負債 

 当社グループは、非デリバティブ金融負債として主に借入金、仕入債務及びその他の債務等を有しておりま

す。借入金はその取引日に、公正価値から借入金の発行に直接帰属する取引費用を控除して当初認識しており

ます。また、その他の非デリバティブ金融負債は公正価値（直接帰属する取引費用を含む）により当初認識し

ております。非デリバティブ金融負債は、当初認識後、実効金利法に基づき償却原価で測定しております。 

 当社グループでは、非デリバティブ金融負債が消滅した場合、つまり、契約上の義務が免責、取消又は失効

となった場合に、当該負債の認識を中止しております。 

 

③ 金融資産の減損 

 当社グループは、償却原価で測定する金融資産及びFVTOCIの負債性金融資産について、当初認識時点から信

用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を損失評価引当金として認識しておりま

す。当初認識時点から信用リスクの著しい増加があった場合には、残存期間にわたる予想信用損失を損失評価

引当金として認識しております。信用リスクが著しく増加しているか否かは、デフォルトリスクの変化に基づ

いて判断しており、デフォルトリスクに変化があるかどうかの判断にあたっては、以下を考慮しております。

ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、当初から残存期間にわたる予想信用損失を認識

しております。 

 ・金融資産の外部格付 

 ・内部格付の格下げ 

 ・売上の減少などの借手の営業成績の悪化 

 ・親会社、関連会社からの金融支援の縮小 

 ・延滞（期日超過情報） 

 また、予想信用損失は、契約上受け取ることのできる金額と受け取りが見込まれる金額との差額の割引現在

価値に基づいて測定しております。 

 

④ 金融収益及び金融費用 

 金融収益は受取配当金、受取利息及び為替差益等から構成されています。金融費用は支払利息及び為替差損

等から構成されております。受取利息及び支払利息は実効金利法を用いて発生時に認識し、受取配当金は当社

グループの受領権が確定した日に認識しております。 
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⑤ デリバティブ取引 

 当社グループでは、営業活動等に伴って生じる為替相場変動リスクに晒されております。これらのリスクを

回避あるいは軽減するために、為替予約及び通貨オプション等のデリバティブ取引を利用しております。 

 当社グループでは、すべてのデリバティブ取引を契約上の権利又は義務が発生した時点で公正価値にて資産

又は負債として当初認識しております。ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。当初認

識後はデリバティブ取引を公正価値で測定し、その変動は金融収益又は金融費用として認識しております。 

 

(12) 引当金 

 引当金は、当社グループが過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済

するために資源の流出の可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りが可能である場合に認識さ

れます。 

 貨幣の時間的価値の影響が重要である場合、引当金は当該負債に固有のリスクを反映させた割引率を使用した

現在価値により測定しております。 

 各引当金の説明は以下のとおりであります。 

１．製品保証引当金 

 一部の連結子会社は将来の無償修理に要する費用の支出が見込まれる金額を計上しております。 

２．資産除去債務 

 当社及び一部の国内連結子会社は賃借不動産の原状回復義務を負っております。当該原状回復義務を履行す

るための見積費用を認識しております。 

３．損害賠償引当金 

 将来発生が見込まれる違約金等の支払いに備えるため、合理的に見積りが可能な額を認識しております。 

 

(13) 従業員給付 

① 短期従業員給付 

 短期従業員給付は、従業員から関連するサービスが提供された時点で費用として認識しております。当社が

従業員から過去に提供された労働の結果として支払うべき現在の法的又は推定的債務を負っており、かつその

金額について信頼性のある見積りが可能である場合に、支払われると見積られる金額を負債として認識してお

ります。 

 

② 退職後給付 

 一部の連結子会社は確定給付型年金制度及び退職一時金制度を採用しております。 

 確定給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、確定給付型年金制度に関連する債務の現在価値から制度資

産の公正価値を差し引くことにより算定しております。確定給付型年金制度に関連する債務の現在価値及び関

連する当期勤務費用、並びに過去勤務費用は、予測単位積増方式を使用して制度ごとに個別に算定しておりま

す。割引率は、将来の給付支払までの見込期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した連結会計年度末

日時点の優良社債の市場利回りに基づいて算定した場合と等しくなる単一の割引率を見積って算定しておりま

す。 

 確定給付型年金制度から生じる数理計算上の差異はその他の包括利益で認識し、発生時にその他の資本の構

成要素から利益剰余金に振り替えております。また、過去勤務費用は発生時の純損益として認識しておりま

す。確定給付型年金制度が積立超過である場合には、当社グループは、確定給付に係る資産を当該確定給付型

年金制度の積立評価額と資産上限額のいずれか低い方で測定します。 

 また、一部の連結子会社は、確定拠出型年金制度を採用しているほか、当社及び国内連結子会社は日本国が

運営する厚生年金保険制度の適用を受けております。確定拠出型年金制度及び日本国が運営する厚生年金保険

制度への拠出は、従業員が関連するサービスを提供した時点で費用として認識しております。 

 

(14) 保険会計 

① 保険会計一般 

 保険者が自ら発行した保険契約及び保険者が保有する再保険契約に関しては、IFRS第４号「保険契約」に準

拠し、従来から日本において適用される保険業法及び本業法施行規則を基礎にIFRS第４号「保険契約」におい

て要求される修正を反映した会計処理を適用しております。 

 

② 保険契約準備金 

 従来から日本において適用される保険契約に関する法令に定める保険負債の測定方法を適用しております。 
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(15) 株主資本 

 普通株式は資本に分類しております。 

 新株又は新株予約権の発行に直接起因する付随費用は、手取金額からの控除額として資本に計上しておりま

す。 

 当社グループ内の会社が当社が発行した株式を買い入れる場合には、当該株式が消却又は再発行されるまで、

当社の株主に帰属する資本から控除しております。 

 

(16) 新株予約権 

 当社及び一部の連結子会社は、有償で持分決済型の新株予約権を発行しております。発行価額は付与時の公正

な評価単価により決定し、付与時に現金で受領しております。 

 また、連結財政状態計算書には当社の発行した新株予約権をその他の資本の構成要素に、連結子会社の発行し

た新株予約権を非支配持分に含めて計上しております。 

 

(17) 収益 

 当社グループでは以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その

権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。 

 

  ステップ１：顧客との契約を識別する 

  ステップ２：契約における履行義務を識別する 

  ステップ３：取引価格を算定する 

  ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

  ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する 

 

(18) 法人所得税 

 法人所得税費用は当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、その他の包括利益で認識される

項目、資本に直接認識される項目及び企業結合によって認識される項目を除き、純損益で認識しております。 

 繰延税金資産及び負債は、資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務基準額との間に生じる一時差異に対して認

識しております。ただし、企業結合以外の取引で、かつ会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を及ぼさな

い取引における資産又は負債の当初認識に係る一時差異については、繰延税金資産及び負債を認識しておりませ

ん。さらに、のれんの当初認識において生じる将来加算一時差異についても繰延税金負債を認識しておりませ

ん。 

 子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異について、繰延税金負債を認識しております。ただ

し、一時差異の解消時期をコントロールでき、かつ予見可能な期間内での一時差異が解消しない可能性が高い場

合には認識しておりません。子会社及び関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異に係る繰延税金資産は、

一時差異からの便益を利用するのに十分な課税所得があり、予測可能な将来に一時差異が解消される可能性が高

い範囲でのみ認識しております。 

 繰延税金資産は、未使用の税務上の欠損金、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将来の課税所得に対して

利用できる可能性が高い場合に限り認識しております。繰延税金資産は毎連結会計期間末日において回収可能性

を見直し、将来その使用対象となる課税所得が稼得される可能性が高くなくなった範囲内で繰延税金資産の帳簿

価額を減額しております。 

 繰延税金資産及び負債は、当期税金資産と負債を相殺する法律上強制力のある権利を有しており、かつ法人所

得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合には、相殺して表示しております。 

 

(19) 非継続事業 

 非継続事業には、既に処分されたか又は売却目的保有に分類された企業の構成要素が含まれ、当社グループの

一つの事業を構成し、その一つの事業の処分の計画がある場合に記載されます。 

 

(20) 支払配当金 

 親会社の株主への支払配当金は、親会社の株主総会による承認が行われた時点で当社グループの連結財務諸表

に負債として認識しております。 
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(21) １株当たり利益 

 基本的１株当たり当期利益は、親会社の所有者に帰属する当期損益を、その期間の自己株式を調整した普通株

式の加重平均発行済株式数で除して計算しております。希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有するす

べての潜在株式の影響を調整して計算しております。 

 

４．事業セグメント 

(1) 報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最

高経営意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。 

 当社グループは販売体制を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、「ものづくり」、「ヘルスケ

ア」の２つの業種及び「その他」の業種を報告セグメントとしております。 

 当社グループは、当連結会計年度においても、前連結会計年度から引き続き事業ポートフォリオの再編を進め

てまいりました。再編を推進する中で売却を決定した、「シニア・ライフ」セグメントに属していたすべての事

業、「ヘルスケア」セグメントに属していた歯科材料・医療材料に関する事業及び医療検査に関する事業のうち

遺伝子検査サービスに関する事業を非継続事業に分類いたしました。非継続事業の詳細については、注記「６．

売却目的保有に分類される処分グループ及び非継続事業」に記載しております。 

 上記により、前連結会計年度の関連する数値情報は修正再表示しております。 

 各報告セグメントに属するサービスは下記のとおりであります。 

ものづくり 
ペン先部材・コスメ部材・金属部材等のものづくりに関する事業 

音響機器等のものづくりに関する事業 

ヘルスケア 

医療情報に関する事業 

 ・レセプト・データの分析・調査データの提供 

 ・遠隔画像診断による放射線科業務支援サービスの提供 

 ・保険薬局向けレセプト処理システム等及び医薬品データベースの開発・販売 

 ・医療機関サポートに関する事業 

医療検査に関する事業 

 ・予防医療事業における研究開発・サービスの提供 

その他 その他上記に属さない事業 

 

(2) 報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

 報告セグメントの会計処理の方法は会計方針における記載と同一であります。 

 セグメント間の内部売上収益は、市場価格や製造原価を勘案し、価格交渉の上決定した取引価格に基づいてお

ります。 

 セグメント利益は従来営業利益にその他の収益・費用を加減算した事業利益を用いておりましたが、当連結会

計年度より、事業EBITDAに変更いたしました。事業EBITDAは営業利益±その他の収益・費用＋減価償却費及び償

却費（使用権資産の減価償却費を除く）の計算式で算出しております。 

 また、当連結会計年度より、報告セグメントに帰属しない全社費用は各セグメントに配賦せず、調整額に表示

しております。 

 これらの変更に伴い、前連結会計年度の関連する数値情報は修正再表示しております。 
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(3) 報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

連結財務諸表
計上額 

  ものづくり ヘルスケア その他 合計 

売上収益            

外部顧客からの売上収益 11,276 14,642 228 26,147 － 26,147 

セグメント間の内部売上収

益又は振替高 
－ 0 － 0 △0 － 

合計 11,276 14,643 228 26,148 △0 26,147 

セグメント利益（△は損失）            

事業EBITDA 3,635 3,900 △102 7,432 △585 6,847 

営業利益への調整項目            

その他の収益 － － － － － 57 

その他の費用 － － － － － △1,276 

減価償却費及び償却費 － － － － － △1,493

営業利益 － － － － － 4,134 

持分法による投資損益 － － － － － △3,358 

金融収益 － － － － － 31 

金融費用 － － － － － △207 

税引前当期利益 － － － － － 599 

その他の項目            

減価償却費及び償却費 927 557 4 1,489 4 1,493 

使用権資産の減価償却費 54 419 － 473 0 473 

のれん 19,490 7,859 － 27,349 10,811 38,160 

借入金 21,447 8,789 － 30,237 7,127 37,364 

（注）１ 事業EBITDAの調整額△585百万円には、全社費用△585百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

２ セグメント間の内部取引は、独立企業間の条件により行われております。外部顧客からの売上収益は、連結

損益計算書で用いられる方法と同様の方法で測定されております。

３ 減価償却費及び償却費は、使用権資産の減価償却費を除いた金額です。

４ のれんの調整額は、非継続事業に属するのれんの額であります。

５ 借入金の調整額は、借入時の付随費用に係る帳簿価格の調整額及び報告セグメントに属さない借入金の合計

額であります。（各セグメントの借入金は債務額であります。） 
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当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

連結財務諸表
計上額 

  ものづくり ヘルスケア その他 合計 

売上収益            

外部顧客からの売上収益 28,892 12,255 － 41,148 － 41,148

セグメント間の内部売上収

益又は振替高 
－ 1 － 1 △1 － 

合計 28,892 12,256 － 41,149 △1 41,148

セグメント利益            

事業EBITDA 7,121 2,999 － 10,121 △633 9,487 

営業利益への調整項目            

その他の収益 － － － － － 441 

その他の費用 － － － － － △1,223

減価償却費及び償却費 － － － － － △2,881

営業利益 － － － － － 5,825 

持分法による投資損益 － － － － － △305

金融収益 － － － － － 113

金融費用 － － － － － △3,050

税引前当期利益 － － － － － 2,582 

その他の項目            

減価償却費及び償却費 2,388 486 － 2,874 6 2,881

使用権資産の減価償却費 458 378 － 836 82 918

のれん 38,890 15,103 － 53,994 － 53,994

借入金 67,333 13,579 － 80,912 123 81,035

（注）１ 事業EBITDAの調整額△633百万円には、全社費用△633百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

２ セグメント間の内部取引は、独立企業間の条件により行われております。外部顧客からの売上収益は、連結

損益計算書で用いられる方法と同様の方法で測定されております。

３ 減価償却費及び償却費は、使用権資産の減価償却費を除いた金額です。

４ 借入金の調整額は、借入時の付随費用に係る帳簿価格の調整額及び報告セグメントに属さない借入金の合計

額であります。（各セグメントの借入金は債務額であります。）
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５．１株当たり当期利益 

(1) 基本的１株当たり当期利益の算定上の基礎 

 

 
前連結会計年度 

（自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2020年４月１日 
至 2020年12月31日） 

 ① 親会社の普通株主に帰属する利益    

 親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円） 1,289 9,899 

 親会社の普通株主に帰属しない当期利益（百万円） － － 

 基本的１株当たり当期利益の計算に使用する当期利益（百万円） 1,289 9,899 

  継続事業 1,152 6,168 

  非継続事業 136 3,730 

 ② 期中平均普通株式数    

 期中平均普通株式数（株） 35,613,823 35,613,770

 ③ 基本的１株当たり当期利益    

 基本的１株当たり当期利益（円） 36.22 277.96 

  継続事業 32.37 173.20 

  非継続事業 3.84 104.76
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(2) 希薄化後１株当たり当期利益の算定上の基礎 

 

 
前連結会計年度 

（自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2020年４月１日 
至 2020年12月31日） 

 ① 希薄化後の普通株主に帰属する利益    

 基本的１株当たり当期利益の計算に使用する当期利益（百万円） 1,289 9,899 

 当期利益調整額（百万円） △55 △38

 希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する当期利益（百万円） 1,234 9,860 

  継続事業 1,097 6,129 

  非継続事業 136 3,730

 ② 希薄化後の期中平均普通株式数    

 期中平均普通株式数（株） 35,613,823 35,613,770

 新株予約権による普通株式増加数（株） 2,153,273 －

 希薄化後の期中平均普通株式数（株） 37,767,096 35,613,769

 ③ 希薄化後１株当たり当期利益    

 希薄化後１株当たり当期利益（円） 32.69 276.87 

  継続事業 29.07 172.11 

  非継続事業 3.62 104.76

 希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり当期利益の 

 算定に含めなかった潜在株式の概要 

当社及び子会社が発行

する新株予約権の一部

については、希薄化効

果を有していないた

め、希薄化後１株当た

り当期利益の算定に含

めておりません。 

当社及び子会社が発行

する新株予約権の一部

については、希薄化効

果を有していないた

め、希薄化後１株当た

り当期利益の算定に含

めておりません。

 

- 28 -

ノーリツ鋼機株式会社(7744) 2020年12月期 決算短信



６．売却目的保有に分類される処分グループ及び非継続事業 

 前連結会計年度より中期経営計画に沿って事業ポートフォリオの再編に取り組んでまいりました。その結果、以下

の事業について非継続事業に分類いたしました。前連結会計年度及び当連結会計年度に非継続事業に分類した主な事

業とセグメントとの関連は以下のとおりです。 

会社名   主な事業内容   報告セグメント

株式会社日本再生医療   再生医療製品に関する事業   創薬 

ＮＫアグリ株式会社   生鮮野菜及び機能性野菜に関する事業   アグリ・フード 

日本共済株式会社   少額短期保険に関する事業   シニア・ライフ 

株式会社ハルメクホールディングス   シニア向け雑誌の出版・通信販売に関する事業   シニア・ライフ 

株式会社デンタルホールディング   歯科材料・医療材料に関する事業   ヘルスケア 

ＧｅｎｅＴｅｃｈ株式会社   遺伝子検査サービスに関する事業   ヘルスケア 

 

 なお、上記は当連結会計年度末までに売却を完了しております。 

 また、ものづくりセグメントに属していた写真処理機器事業に関する清算中の子会社及び当社支店に係る損益を非

継続事業として分類しております。 

 

(1) 売却目的で保有する処分グループ

 売却目的で保有する処分グループの内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2020年３月31日） 
当連結会計年度 

（2020年12月31日） 

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 43 －

売上債権及びその他の債権 55 －

棚卸資産 0 －

その他の流動資産 2 －

非流動資産    

その他の金融資産 0 －

繰延税金資産 27 －

資産合計 129 －

負債    

流動負債    

仕入債務及びその他の債務 52 －

その他の金融負債 0 －

未払法人所得税 1 －

引当金 19 －

その他の流動負債 10 －

負債合計 82 －
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(2) 報告セグメント 

 ものづくりセグメント、ヘルスケアセグメント、創薬セグメント、シニア・ライフセグメント、及びアグリ・

フードセグメント 

 

(3) 非継続事業の業績 

 非継続事業の業績は以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

（単位：百万円） 
 

  ものづくり ヘルスケア 創薬 
シニア・ 

ライフ 

アグリ・ 

フード 
合計 

非継続事業の損益            

売上収益 － 11,346 － 27,620 343 39,310 

売上原価、販売費及び 

一般管理費 
△0 △10,262 △254 △26,786 △514 △37,817

その他の収益 － 24 22 63 1 111

その他の費用 △1 △5 △25 △2,360 △47 △2,439

営業利益（△は損失） △1 1,102 △257 △1,462 △216 △834

持分法による投資損益 － － 2,107 － － 2,107

金融収益 － 0 0 0 0 1

金融費用 － △23 － △10 － △33

税引前当期利益（△は損失） △1 1,080 1,849 △1,473 △216 1,239

法人所得税費用 △10 △370 △455 △493 207 △1,122

非継続事業からの当期利益 

（△は損失） 
△11 709 1,394 △1,966 △8 117

非継続事業からの 

当期利益（△は損失）の帰属： 
           

親会社の所有者 △11 709 1,403 △1,955 △8 136

非支配持分 － △0 △8 △10 － △19

（注）１ 創薬セグメントに含まれておりました株式会社ジーンテクノサイエンス（以下「ＧＴＳ」という。）の2019

年４月１日を効力発生日とした株式交換実施に伴いＧＴＳ株式の当社持分が減少いたしました。これによる

支配喪失に伴いＧＴＳを連結除外し、新たに持分法による投資として再評価いたしました。当該会計処理に

より発生したみなし売却益2,107百万円を持分法による投資損益に表示しております。 

２ シニア・ライフセグメントのその他の費用には非金融資産の減損損失が2,321百万円含まれております。 
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当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日） 

（単位：百万円） 
 

  ものづくり ヘルスケア 創薬 
シニア・ 

ライフ 

アグリ・ 

フード 
合計 

非継続事業の損益            

売上収益 － 5,658 － 11,914 － 17,573 

売上原価、販売費及び 

一般管理費 
△0 △4,835 － △10,932 － △15,768

その他の収益 △2 2,534 － 1,675 － 4,207

その他の費用 － △80 － △8 △18 △106

営業利益（△は損失） △2 3,276 － 2,649 △18 5,906

金融収益 － 1 － 0 － 1

金融費用 － △8 － △2 － △10

税引前当期利益（△は損失） △2 3,269 － 2,647 △18 5,896

法人所得税費用 － △1,296 － △839 － △2,135 

非継続事業からの当期利益 

（△は損失） 
△2 1,972 － 1,808 △18 3,761 

非継続事業からの 

当期利益（△は損失）の帰属： 
           

親会社の所有者 △2 1,972 － 1,778 △18 3,730 

非支配持分 － △0 － 30 － 30

（注）１ ヘルスケアセグメントに含まれておりました株式会社デンタルホールディング及びＧｅｎｅＴｅｃｈ株式会

社、シニア・ライフセグメントに含まれておりました株式会社ハルメクホールディングス及び日本共済株式

会社の売却による売却損益は、その他の収益もしくはその他の費用に計上しており、その金額は以下のとお

りです。 

その他の収益   

子会社株式売却益 4,176百万円

その他の費用   

子会社株式売却損 39百万円

２ シニア・ライフセグメントのその他の費用には非金融資産の減損損失が含まれております。 

 

７．後発事象 

 該当事項はありません。 

 

８．継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 
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